
国土交通省では、2016年8月に相次いで発生した台風による北海道、東北地方の中小河川の氾濫被害を受け、「水防災意識社

会」の再構築に向け、概ね5年で取り組むべき方向性、具体的な進め方や国土交通省の支援等について、「『水防災意識社会』の

再構築に向けた緊急行動計画」として取りまとめています。この計画の中で、「水害危険性の周知促進」に関する取組みが挙げら

れ、現在洪水予報河川・水位周知河川に指定されていない約1,000河川を対象とした水害危険性の検討・周知が必要とされてい

ます。

図1 水害危険性の周知促進

国土交通省「『水防災害意識社会』の再構築に向けた緊急行動計画」を加工して作成

中小河川を対象とした水害危険性の周知促進に関する取組み

 協議会（大規模氾濫減災協議会）の場等を活用し、2018年出水期までに、今後5年間で指定予定の洪水予報河川、
水位周知河川について検討・調整を実施して、「地域の取組方針」に取りまとめ

 2021年度までに、市町村の役場等の所在地に係る河川の内、現在未指定の約1,000河川において簡易な方法も活
用して水害危険性を周知

協議会の場等を活用し、今後5年間で指定
予定の洪水予報河川、水位周知河川につ
いて検討・調整を実施。2018年出水期まで
に「地域の取組方針」に取りまとめ。
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※毎年、協議会において、水害危険性の周知の実施状況を確認することとされています。

水害危険性の周知促進

2021年度までに、市町村の役場等の所在地に係る河川の内、現在未指
定の約1,000河川において簡易な方法も活用して水害危険性を周知（既
に水位周知河川等に指定されている約1,500河川とあわせ、約2,500河
川で水害危険性を周知）。

【水害危険性の周知促進の経緯】

・2015年の水防法改正により、浸水想定区域の指定の前提となる降雨を、従来の計画規模の降雨から想定し得る最

大規模の降雨（計画規模を上回るもの）に変更。

・2016年3月「中小河川洪水浸水想定区域図作成の手引き（第2版）」の発行。

・図1の取組み等により、洪水予報河川及び水位周知河川（計2,203河川）の洪水ハザードマップの作成率は、想定最

大規模対応は約96%、計画規模対応は約99%に達している（2023年3月末時点） 。

・しかし、令和元年東日本台風（2019年）では、堤防が決壊した71河川の約6割の43河川が浸水想定区域の指定義

務がない中小河川であり、水害リスク情報の空白域解消が課題。

・水害リスク情報の空白域を解消するため、水防法を改正（2021年7月施行）し、浸水想定区域図及びハザードマップ

の作成・公表の対象を全ての一級・二級河川や下水道に拡大。

・2023年7月「小規模河川の洪水浸水想定区域図作成の手引き」の発行。

上記の経緯から、洪水浸水想定区域では

約15,000河川、内水想定区域では約1,000団

体が新たに指定対象として追加されました。

日水コンではこれら新たに追加された中小

河川についても、簡易な手法等を用いた浸

水想定区域図の作成支援が可能です。 図2 洪水浸水想定区域の指定対象数

国土交通省「ハザードマップのユニバーサルデザインに関する検討会」資料を加工して作成

中小河川の浸水想定による水害危険性の検討

簡易な方法も含めたモデル構築



業務実績

様々な簡易的解析検討のご提案

大河川～小河川をモデル化。小水
路や下水道を考慮し、内水氾濫も
考慮した浸水想定が可能。50m
メッシュで高解像度であるが、費
用がやや高めとなる。

※当社実績

流下型

貯留型

• 全河川をモデル化
• 小水路・下水道等排水を考慮
• 氾濫原への降雨も一体的に解析

統合型水理モデル 流下型・貯留型統合モデル

大河川～小河川の流域全体をモデ
ル化した浸水想定が可能。現状で
は破堤氾濫や氾濫水の追跡は簡易
的解析となっている。

※国立研究開発法人土木研究所実績

• 限られた情報で降雨・流出・氾濫
を一体的に解析

RRIモデル

小規模なエリアを対象に氾濫形態
に合わせて簡易モデルを組み合わ
せる手法で費用も抑えられる。内
水対策などの効果を柔軟に組み込
むことも可能。拡散型などの複雑
な氾濫形態の区間での精度低下が
課題となる。

※当社実績

お客さまのご要望や対象河川の特性に応じて、簡易的な手法を用いた解析・検討による浸水想定区域図を作成します。

業務名称発注者受注年度

湖北圏域（長浜市域）洪水浸水想定区域図作成業務委託滋賀県長浜土木事務所2023

四万十川洪水浸水想定区域図整備委託業務高知県2022

令和４年度県単水防管理事業に伴う設計業務長野県佐久建設事務所2022

令和３年度防災・安全交付金総合流域防災（加速化）事業に伴う設計業務長野県木曽建設事務所2021

矢部川水系氾濫推定図作成業務委託福岡県八女県土整備事務所2021

コンサルティング本部 流域水管理事業部

本社　〒163-1122 東京都新宿区西新宿6-22-1（新宿スクエアタワー） 

TEL. 03-5323-6460　E-mail. nsc_kasen@nissuicon.co.jp
20250401




